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 表層地盤を考慮した面的な地震動分布の推定方法として、地形区分等から表層地盤のAVS30を求め、工
学的基盤の地震動にAVS30から推定される表層地盤の増幅率を掛け合わせる方法が広く行われている。一
方、道路橋等の構造物の耐震設計においては、表層地盤の基本固有周期TGで判別した地盤種別により表層

地盤の影響が考慮され、地震動の最大値だけではなくその周期特性が重要とされている。本研究では、地

盤種別ごとの地盤増幅率を用いて周期特性を考慮した地震動分布の推定を行うため、地質調査結果から算

出したTGを地形区分ごとに統計処理することにより、地形区分による地盤種別の判別式を作成した。 
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１．はじめに 
 
地震被害想定においては、想定地震による地表面

での地震動の推定が重要な課題の一つとなる。地表

面での地震動を推定するためには、震源特性、伝播

特性に加えて、対象地点の表層地盤の影響を考慮す

る必要がある。また、地震ハザードマップの作成や

リアルタイム被害予測等における地震動の推定では、

対象地点の地形区分等から表層地盤のAVS30(地表
から30mの深さまでの平均S波速度)を求め、工学的
基盤等の基準地盤の地震動にAVS30から推定される
表層地盤の増幅率を掛け合わせることで表層地盤の

影響を考慮した地震動を推定する手法1)が広く用い

られている。 
一方、道路橋等の構造物の耐震設計においては、

建設地点の地質調査結果から算出される地盤の特性

値（基本固有周期）TGより地盤種別を判断し、地盤

種別ごとに周期特性の異なる入力地震動が与えられ

ており、地震動の最大値だけではなくその周期特性

が重要とされている。したがって、道路橋等の構造

物の被害想定に使用する表層地盤の評価方法に地盤

種別を用いることで、構造物の実被害と相関の高い

地震動の推定が可能になる。 
地盤種別が明らかな地点については、地盤種別ご

との距離減衰式2)により、地表面におけるPGA、
PGVや加速度応答スペクトル等を推定することが出

来るが、地盤種別を判定するためには、地質調査に

より耐震設計上の基盤面（Vs=300m/s程度）までの
各層のS波速度もしくは、各層の地質とN値を計測
する必要がある。標準的な方法では地点ごとの地質

調査が必要であり、任意の地点に適用することは難

しいと考えられる。簡易的な地盤種別の推定手法と

しては、対象地点の常時微動により地盤の卓越周期

を判定する手法3)や、対象地点で観測される地震動

の周期特性から判定する手法4)等が考えられるが、

いずれにしても地点ごとの調査が必要となる。これ

らのことから、任意の地点の地盤種別を判定するた

めには、全国的に整備された既存の資料等より地盤

種別を推定する手法が必要となる。 
本研究では、日本全国の任意の地点における地盤

種別の推定を目的として、５万分の１土地分類基本

調査図5)や500mメッシュ地形分類データ6)を用いて、

これらに含まれる地形区分や標高等の情報と、地盤

の特性値Tgの関係について整理するとともに、地盤
の特性値Tg を推定する手法を開発する。なお、５
万分の１土地分類基本調査図による検討では、一部

の地域に限るものの、地質調査地点の地形区分を図

葉から個別に判定した詳細な検討を目的とし、

500mメッシュ地形分類データによる検討では、機
械的に多くの地形区分を判定することにより全国へ

の適用の検討を目的としている。 
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２．使用データ 
 
(1) 既存の地質調査結果 
 地盤の特性値TGを算出するための既存の地質調査

結果には、国土交通省の技術文献地質情報提供シス

テム(TRABIS)のデータベースを使用した。なお、
地盤の特性値TGを算出する際に用いるS波速度のデ
ータは、地質柱状図のうちN値から換算した値を用
いた。ただし、N値の情報が無い地点については、
PS検層結果が存在すればこれを用いることとした。 
地盤柱状図のデータより地盤の特性値TGを算出し、

地盤種別を判定する手順は以下の通りである。 
a) 第i層の平均N値Niを求める。(i=1,2,…,N) 
b) 道路橋示方書の方法に従い、第i層の平均S波速度

Vsi(m/s)を求める。 
c) S波速度が280m/s以上の層が5m以上続く場合、そ
の層の上面を基盤面とする。 

d) 第i層の層厚をHi[m]として固有周期TG[s]を求める。 
 

TG=∑
=

N

i i

i

Vs
H

1

4
      （1） 

 
e) 地盤の特性値TGが0.2[s]未満をⅠ種地盤、0.6[s]以
上をⅢ種地盤、それ以外をⅡ種地盤とする。 
上記手順によりTGの算出を行った結果、データベ

ースに含まれる約9万地点の地質調査結果のうち、
約7万地点についてTGを得ることができた。TGの算

出ができなかった地点の主な原因は、Vs280m/s以上
の層が5m以上続かないことや、N値の未記入や異常
値の混入等があげられる。 
 また、地質調査地点の標高については、TRABIS
に含まれる標高データを使用する。 
 
(2) ５万分の１土地分類基本調査図 
 地形区分を判断するための情報として、「５万分

の１土地分類基本調査図」の中の「地形分類図」を

用いた。対象とする図葉は、既存の地質調査地点が

多く含まれていること、各地形分類がバランス良く

含まれること等に留意した結果「川越」「大宮」

「熊谷」「鴻巣」の4図葉を選択した。なお、各図

葉は隣り合っているものの、図葉ごとに分類名が異

なることから、表-1に示すとおり地形区分の分類名

について整理を行った。なお、名称の整理にあたっ

ては、分類名や隣り合う図葉の地形との整合等から

ほぼ同一とみなされるものに対して統合した。ここ

での整理は、積極的に名称等から統合するものでは

なく、同一とみなしにくい名称の地形区分について

は統合していない。後の検討でTGの回帰結果等を参

考に傾向が似かよっていれば分類を統合する。 

次に、５万分の１土地分類基本調査図を用い、

(1)の地質調査地点に対して地形の判定を行った。

地質調査地点の座標から対象の４図葉に含まれる地

点を抽出した結果、図葉に含まれる地点は940地点

であった。各図葉の画像に座標を与えてGISに取り

込み、地質調査地点の位置とGIS上で重ね合わせ、
目視により地質調査地点の地形区分の判定を行った。

結果を表-1の「地点数」の欄に示す。 

 図-1には対象とする4図葉に含まれる地質調査地

の位置と、算出した地盤の特性値TGを示す。

TRABISに含まれる地質調査のデータは、主に道路
等の建設時の地質調査によるものであるため、調査

地点は同図に示すとおり線状に分布している。各地

点のTGについては図に示すとおりである。また、TG

より判定した地盤種別をみると、Ⅰ種地盤40地点、

Ⅱ種地盤441地点、Ⅲ種地盤459地点であった。 

 

 (3) 500mメッシュ地形分類データ 
全国を対象として500ｍメッシュ単位で整備され

た地形分類データであり、国土庁の都道府県別土地

分類図(地形分類図）をもとに作成されたものであ

る6)。これを用いて(2)と同様の方法によって、地質

調査地点の地形の判定を行った。結果を表-2に示す。

表より、山地においては比較的硬い地盤であるⅠ種

地盤が多くⅢ種地盤が非常に少ない、埋立地におい

てはⅠ種地盤が非常に少ない等、地形区分での評価

のみでも概ね妥当な地盤種別の傾向を知ることがで

きる。 
 

表-1 微地形区分の整理 
本検討での分類名 地点数
丘陵地 20

谷底平野（谷地田） 25
自然堤防 155

扇状地 16
三角州 41

湿地 8
後背湿地 56

計 940

湿地
後背湿地

扇状地
三角州
旧流路跡

旧流路跡（旧河道）

谷底平野（Ⅰ）（谷地田）
自然堤防
河原

河原（現河道の氾濫原）

火山性台地(下位)
谷底平野
谷底平野（Ⅰ）
谷底平野（ⅠⅠ）

各図用での分類名
丘陵地
火山灰台地
火山性台地(上位) 116

298

129

76

火山灰台地

谷底平野

河原

旧流路跡
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 図-1 対象4図葉に含まれる地質調査地点の分布と
地盤の特性値Tg 
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３．地形ごとの地盤の特性値TGの整理とTGの推

定式の作成 
 

(1) ５万分の１土地分類基本調査図による検討 

２．(2)で整理したデータに対して、地形区分ご

とに地盤の特性値TGと、標高や主要河川からの距離

等の関係を整理する。 

a) 標高とTGとの関係 

地形区分ごとにTGと標高の関係について整理した結

果、各地形区分は標高に対してそれぞれ異なる特徴

を示した。しかし、谷底平野と谷底平野（谷地田）

については、図-2に示すとおりほぼ一致する関係を

示したため、以後同一の地形区分として扱うことと

した。地形区分を再度整理し、各地形区分における

のTGと標高の関係を整理したものを図-3から図-6に

示す。図より、TGのばらつきは大きいものの標高が

高いほどTGが小さくなり地盤が硬くなる傾向がある

ことがわかる。 

b) 主要河川からの距離とTGとの関係 

 ２．(2)で整理した940地点に対して、主要河川と

の距離を算出し、TGとの関係について整理を行った。

対象とした主要河川は一級河川の大臣管理区間とし

た。主要河川からの距離が大きくなるほど、地盤が

硬くなりTGは小さくなると予想されたが、谷底平野

や河原、旧流路跡、後背湿地においてTGの変化が非

常に小さく、その他の地形区分においては、予想に

反してTGの増加が見られたため、本検討では主要河

川からの距離を考慮しない。 
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図-3 火山灰台地におけるTGと標高の関係 
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図-4 谷底平野におけるTGと標高の関係 
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図-5 自然堤防におけるTGと標高の関係 
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図-6 三角州におけるTGと標高の関係 

  

 

表-2 地形区分の整理 
Ⅰ種地盤 Ⅱ種地盤 Ⅲ種地盤 地点数
11477 8271 867 20615
2268 4477 1115 7860
4636 6911 1773 13320
428 2134 1096 3658
165 526 264 955
1889 9316 5896 17101
144 1353 956 2453
881 2147 1122 4150

計 21888 35135 13089 70112

分類名
山地

埋立地
河川、その他

扇状地
台地

自然堤防
谷底平野
三角州、旧河道
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図-2 谷底平野と谷底平野（谷地田）の一致 
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c) TGの推定式の作成  

 各地形区分ごとに地盤の特性値TGの推定式を作成

する。回帰モデルは以下に示す(2)式とする。 

 

log TG = a + b・logH        (2) 
 

ここで、TGは地盤の特性値[s]、Hは標高[m]である。 

回帰分析の結果を表-3に示す。湿地において傾きの

係数bが若干正になるものの、基本的には標高の増
加とともにTGの減少がみられる。 

 

 (2) 500mメッシュ地形分類データによる検討 
a) 標高とTGとの関係 

２．(3)において地形を判定した約7万地点のデー

タに対して、地形区分ごとに地盤の特性値TGと標高

との関係を整理し、一部の回帰結果を図-7から図-

10に示す。図より、(1)の検討と比較してTGのばら

つきが大きいことがわかる。また、標高が高いほど

TGが小さくなる傾向については同じであるが全体と

してやや傾きが小さい。これは、標高が特に低い地

点や、標高が1000mに達する高い地点のデータが含
まれることが一つの要因と考えられる。 

b) 地域性の検討 

地域性を確認するため、藤本・翠川7)に従って、

東北日本、中央日本、南西日本の３つに分類して回

帰を行った。回帰の結果、TGと標高の関係について

は、地域ごとの大きな違いが見受けられない。しか

し、台地や自然堤防等の回帰結果を見る限り中央日

本の傾きが若干大きい。これは、地域性によるもの

とも考えられるが、データの偏り、特に標高の低い

地域が少なく全体的に標高が高いことが関係してい

る可能性もある。一方、谷底平野の例では東北日本

のデータが無く、回帰を安定させるためには中央日

本と西南日本のデータをまとめる必要があることか

ら、今回は地域ごとの回帰は行わず、全国の地点に

対して回帰式を求めることとした。 

c) TGの推定式の作成  

各地形区分ごとに地盤の特性値TGの推定式を作成

する。回帰モデルは(1)と同様とした。回帰分析の

結果を表-4に示す。表-3の係数と比較すると傾きの

係数bの絶対値が小さいことがわかる。これは、a)
の整理で傾きがやや小さいことと同様の内容である。 

 

 
図-7 台地におけるTGと標高の関係 

 

 
図-8 谷底平野におけるTGと標高の関係 

 

 
図-9 自然堤防におけるTGと標高の関係 

 

 
図-10 三角州、旧河道におけるTGと標高の関係 

 

表-3 係数一覧（５万分の１土地分類基本調査図）
地形区分 a b R2 σ
丘陵地 0.1322  -0.4967  0.1488  0.3262  
火山灰台地 0.1648  -0.3390  0.1690  0.1846  
谷底平野 0.4867  -0.6394  0.3332  0.1993  
自然堤防 0.5625  -0.7635  0.3083  0.2369  
河原 -0.0808  -0.1942  0.0220  0.1602  
扇状地 1.0162  -1.0708  0.4418  0.1666  
三角州 0.7318  -0.8415  0.5206  0.1383  
旧流路跡 -0.1027  -0.0292  0.0009  0.1565  
湿地 -0.2524  0.0649  0.0079  0.1023  
後背湿地 0.0299  -0.1614  0.1092  0.1372  
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４．推定式と全国の地盤種別 
 
５万分の１土地分類基本調査図による手法と、

500mメッシュ地形分類データによる手法の比較のた

め、両手法による推定式の比較を図-11に示す。図

の(a)(b)はそれぞれ台地（火山灰台地）と谷底平野

における推定式である。500mメッシュ地形分類デー

タを用いた手法の推定値については、図-11(a)の台

地で両推定式の傾きがほぼ一致するものの、赤で示

した実測値を下回る結果となった。また図-11(b)の

谷底平野では、傾きについては異なるものの実測値

のほぼ中心を通過している。 

５万分の１土地分類基本調査図を用いた地形区分

の判定中には、500m程度の変化であっても地形区分

が異なる事例が見られた。これらがTGのばらつきや、

推定式の差異に影響していることが考えられること

から、500mメッシュ地形分類データより求めた推定

式について、今後はより正確に地形を判断する手法

が必要となる。 

今回作成した500mメッシュ地形分類データによる

推定式を用いて、全国のＴＧを判定した結果を図-12

に示す。ＴＧが0.2秒未満の地盤をⅠ種地盤、0.6秒

以上をⅢ種地盤、その他の地盤がⅡ種地盤である。

地盤種別の概略の目安としては、Ⅰ種地盤は良好な

洪積地盤及び岩盤、Ⅲ種地盤は沖積地盤のうち軟弱

地盤、Ⅱ種地盤はⅠ種地盤及びⅢ種地盤のいずれに

も属さない洪積地盤及び沖積地盤である。推定結果

は山地にⅠ種地盤、平野部にⅡ種地盤、河口付近に

三種地盤が分布しており、おおむね適当な判定が行

われていると考えられるが、Ⅲ種地盤の分布が限定

的である点など、今後検討を要する部分も多い。 

 

 

５．結論  
 

日本全国の任意の地点に対する地盤種別の推定を

目的として、５万分の１土地分類基本調査図と500m

メッシュ地形分類データを用いて判定した地形区分

とTGとの関係を整理し、地形区分と標高よりTG を

推定する手法を開発した。また、開発した手法を用

いて全国の地盤種別を判定した。 

なお、今回確認された実測値と推定値のばらつき

については、今後地形区分の判定方法に関する検討

等によって低減し、地盤種別の推定精度の向上を図

りたい。 
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ESTIMATION OF NATURAL PERIOD OF SUBSURFACE LAYER AND GROUND 
CLASSIFICATION BASED ON GEOMORPHOLOGICAL LAND 

CLASSIFICATION 
 

MATSUMOTO Shunsuke, KATAOKA Shojiro and KUSAKABE Takaaki 
 

AVS30 derived from geomorphological land classifications has been widely used to evaluate 
amplification factor of subsurface layer and to calculate distribution of ground motion intensity.  Natural 
period of subsurface layer, TG, is also considered important in seismic design of public works such as 
highway bridges.  Seismic design ground motion for highway bridges has been set up based on ground 
classification determined by TG.  This paper presents a procedure for evaluation of TG based on the 
geomorphological land classification and discusses its validity. 


